
（３）所得階層別内訳 （単位　件、千円）

欠 損
法 人

事　業
年度数

事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額
事　業
年度数

所得金額

軽減税率
適用法人

- - - - - - - - - - - - - - - - -

そ の 他 - - - - - - - - - - - - - - - - -

9 2 136 - - - - - - - - - - - - 11 136

9 2 136 - - - - - - - - - - - - 11 136

軽減税率
適用法人

3,681 837 1,214,277 341 1,996,965 102 910,499 747 18,337,978 277 19,971,703 352 92,726,049 32 85,358,580 6,369 220,516,051

そ の 他 539 78 143,216 48 294,348 22 186,411 297 7,931,721 174 12,318,420 542 186,568,417 160 1,014,917,083 1,860 1,222,359,616

113,835 26,673 31,591,180 6,044 34,367,602 1,618 14,359,914 6,426 136,073,311 1,061 72,583,651 745 176,489,034 43 89,747,592 156,445 555,212,284

118,055 27,588 32,948,673 6,433 36,658,915 1,742 15,456,824 7,470 162,343,010 1,512 104,873,774 1,639 455,783,500 235 1,190,023,255 164,674 1,998,087,951

118,064 27,590 32,948,809 6,433 36,658,915 1,742 15,456,824 7,470 162,343,010 1,512 104,873,774 1,639 455,783,500 235 1,190,023,255 164,685 1,998,088,087

備考１　本表は、平成27年度において確定した普通法人（２以上の都道府県に事務所等を有する法人（他県本店分に限る。）を除く。）に係る法人の事業税額（中間申告に係る税額を除く。）に対応する所得金額（収入金額課税分を
　　　除く。）のうち、現事業年度分について記載した。

　　２　分割法人とは、２以上の都道府県に事務所等を有する法人をいう。

県 内 法 人

計
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区 分

事
業
年
度
が
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１
回
の
普
通
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人

分
割
法
人

年所得400万円
以下のもの

年所得400万円を超え
800万円以下のもの

事
業
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度
が
年
２
回
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普
通
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人

分
割
法
人

県 内 法 人

計

年所得10億円
を超えるもの

合　　　　　計
年所得800万円を超え
1,000万円以下のもの

年所得1,000万円を超え
5,000万円以下のもの

年所得5,000万円を超え
1億円以下のもの

年所得1億円を超え
10億円以下のもの


